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保護者の障害理解と障害説明の関連
――保護者が捉えた発達障害児の自己への疑問調査から――

































































め (以下感情)，知識習得度 (以下知識)，適切な対応の実践 (以下実践)，子どもを受容する
気持ち (以下受容) の 5 項目を 5 件法 (できている：5点，どちらかと言えばできている：4




明をした ⑤専門家 (医師等) に聞くように伝えた ⑥その他とした。
5 ) データーの分析方法
統計処理には統計ソフト SPSS14.0 forWindowsを用い，平均の比較には t 検定を行い有意













平成 24年 7月〜10 月の 4 カ月間
3 ) 調査方法
質問紙の回答から半構造化面接の内容を検討し，インタビューガイドに基づきインタビュー
を行った。インタビューは，保護者が指定した場所で 1 人 1 回実施し，時間は概ね 1 時間で
あった。インタビューの内容は，研究協力者の同意を得て，テープに録音した。インタビュー
が終了した時点で，質問項目やインタビュー内容を確認した。















母親 54人，祖母 1 人 (子どもの中心的養育者であり同列とした) の 55人から回答を得た。
2 ) 子どもの属性
男 42 人 (76.4%)，女 13 人 (23.6%) で，回収率は 40.7%だった。平均年齢は 9.3歳で，4 歳〜
6歳未満が 15人 (27.3%) で，その内 5 歳が 11 人 (20.0%) と最も多かった。
3 ) 子どもの診断名 (重複回答)
診断名は，自閉症スペクトラム 53 人 (96.4%)，注意欠陥/多動性障害 2人 (0.6%) であった。
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表 1 子どもの年齢別人数 (n=55)
子どもの年齢 男 女 人数 (%)
6歳未満 14 1 15 (27.3)
6歳以上〜 8 歳未満 3 2 5 (9.1)
8 歳以上〜10歳未満 9 4 13 (23.6)
10歳以上〜12歳未満 5 2 7 (12.7)
12歳以上〜14 歳未満 1 2 3 (5.5)
14 歳以上〜16歳未満 6 1 7 (12.7)
16歳以上〜18 歳 4 1 5 (9.1)
合計 (%) 42 (76.4) 13 (23.6) 55 (100)
表 2 子どもの診断名 (n=55)
診断名 自閉症スペクトラム 注意欠陥／多動性障害 学習障害 発達性協調運動障害 実数
人数 53 2 0 0 55
4 ) 保護者の障害受容自己評価





表 4のとおりで，疑問があったのは 29 人 (52.7%) だった。6歳以上を対象とした 40 人のう
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表 3 保護者の障害受容の平均点 (n=55)
項目 理解 受け止め 知識の習得 実践 受容
平均 4.13 3.69 3.67 3.47 3.69













4 歳〜 6歳未満 6 − − − − 6 15 40.0%
6歳〜 9歳 4 8 − − − 9 15 60.0%
10歳〜12歳 2 2 4 − − 6 10 60.0%
13歳〜15 歳 1 2 3 3 − 4 7 57.1%
16歳〜18 歳 1 1 2 4 4 4 5 80.0%
















































N 平均値 標準偏差 有意確率
発達障害への理解
無し 26 3.85 0.78
*0.03
有り 29 4.28 0.70
感情的な受け入れ
無し 26 3.62 0.80
0.87
有り 29 3.66 0.97
発達障害に関する知識習得
無し 26 3.46 1.10
0.35
有り 29 3.69 0.66
適切な対応の実践
無し 26 3.42 0.90
0.96
有り 29 3.41 0.73
子どもを受容する気持ち
無し 26 3.77 0.77
0.53
有り 29 3.62 0.98
障害受容総合評価
無し 26 18.12 3.47
0.53
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表 7 保護者が実践している子どもへの支援











































































表 7 保護者が実践している子どもへの支援 (つづき)




































































(2004) は，①対象児の特性の説明 ②対象児の気持ちの説明 ③肯定的評価 ④道徳的な説
明 ⑤周りの子どもたちのかわり方の指導の 5 項目を挙げている7)。
インタビューでは『子どもを受容する』こと，そのためには子どもの特性を踏まえた繰り返
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